様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年 3月21日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）すとらくかぶしきかいしゃ 
　　　一般事業主の氏名又は名称  ストラク株式会社 
（ふりがな）わたなべ　だいが
（法人の場合）代表者の氏名  渡辺 大河  印   
住所　〒102-0073　東京都千代田区九段北1-6-7岡部ビル5階

法人番号　1010001224414　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「DXに関する取り組み」


	公表日
	　2024年 3月21日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイト「DXに関する取り組み」ページ
・はじめに
・経営ビジョン

※DXに関する取り組み／はじめに
https://struc.co.jp/footer/dx.html
※DXに関する取り組み／１．ビジョン・ビジネスモデル／ビジョン
https://struc.co.jp/footer/dx.html

	記載内容抜粋
	インターネット利用者やスマートフォンの保有者が激増する中で、多くの企業が広告の軸足を従来のマス媒体からWebへとシフトしてきています。
　当社では、顧客ニーズの多様化や営業のデジタル化にうまく対応できずに苦しむ中小企業が増える中で、低額で利用できるデジタルマーケティングの代行サービスを提供してきました。
　Webサイトによる「話題づくり」とソーシャルメディアによる「口コミ」、マーケティングオートメーションによる「見込客育成」といったデジタルマーケティング・プラットフォームを開発・運用し、低額利用できるサービスを提供しており、今後、さらなる機能強化やサービス向上を図っていきます。
　その上で、個人情報保護や情報セキュリティといったガバナンス体制の整備やコンプライアンス活動の充実も進めていきます。また、社内業務の標準化とクラウドソリューションの活用を加速させ、スリムでフレキシブルな経営スタイルを確立していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は取締役会で承認された方針に基づき作成され、公開文書（当社Webサイト）に掲載されています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「DXに関する取り組み」


	公表日
	　2024年 3月21日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	※DXに関する取り組み／２．戦略／２−１．企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策
https://struc.co.jp/footer/dx.html

	記載内容抜粋
	当社では、①SoE（顧客関係のシステム）による営業のイノベーション、②SoR（記録のシステム）による業務のイノベーション、③SoI（分析のシステム）による分析のイノベーションをDX戦略テーマとして取り組んでまいります。
①SoE（顧客関係のシステム）による営業のイノベーション
Webマーケティングによる集客力強化と、最新デジタル技術を利用した営業活動の生産性及び品質の向上を図っていきます。具体的には、
・コンテンツマーケティングによる集客
・マーケティングオートメーションによる営業の自動化
・最新情報技術を駆使した安全で使いやすいWebサイトのスピード開発
などを進めていきます。
②SoR（記録のシステム）による業務のイノベーション
業務の標準化を進めた上で、クラウドベースのパッケージソフトを活用することによって、「作らずに利用する」ことを徹底します。また、組織の壁を越えた業務連携やデータ活用によって新たなビジネスの創造にと取り組んで行きます。AIについても、業務補助による人手不足の解消に向けて活用推進していきます。
③SoI（分析のシステム）による分析のイノベーショ
社内に分散するデータを統合することによって、「ニーズ後追い」から「ニーズ創造」への行動変革をめざします。そのために、データ品質や鮮度を維持するためのデータマネジメントの強化を図っていきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は取締役会で承認された方針に基づき作成され、公開文書（当社Webサイト）に掲載されています。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	２．戦略／２−２．組織づくり・⼈材・企業⽂化に関する⽅策
https://struc.co.jp/footer/dx.html

	記載内容抜粋
	業務とデジタル技術の両方に精通する社員の採用と人材育成を図っていきます。その一方で、システム開発やインフラ運用といった専門的なデジタル技術については、社外の専門家やベンダーの強力が不可欠となるため、優良な委託先の選定や、当社DX戦略の共有などパートナーシップ強化を図っていきます。
　また、当社におけるDXを推進していくために、経営者自身がリーダーシップを発揮していくとともに、DX推進計画の策定及びその実行、管理を担う推進チームを編成し、長期的及び全社的な視点に立った取り組みを進めていきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社Webサイト「DXに関する取り組み」ページ
２．戦略／２−３．最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策

	記載内容抜粋
	当社のITシステム・デジタル技術活用環境は、SoE、SoR、SoIの３つに分けて整備方針を策定しています。

１．SoE（顧客関係のシステム）
　「安全でかつ使いやすいWebサイトのスピード開発」を整備方針とします。そのために、①ローコードツールの活用、②サイバーセキュリティの強化、③信頼できる開発委託先の選定の3つの方策を進めていきます。
２．SoR（記録のシステム）
契約や請求、経理などの社内システムはクラウドパッケージソフトを活用しており、今後においても開発及び保守の負担が少なく、スピーディーな業務改善ができることを整備方針とします。
　Excelなどを利用した営業事務も標準化して属人化を排除し、MA（マーケティングオートメーション）やCRM（顧客関係管理）などのクラウドツールを活用して生産性を高めていきます。
３．SoI（分析のためのシステム）
　個々のWebサイトを統合データベース化し、顧客セグメント抽出や顧客行動のパターン判別など高度な統計解析やAI活用を検討していきます。そのためには、「データ品質や鮮度を維持するためのデータマネジメントの強化」を今後の整備方針とします。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「DXに関する取り組み」


	公表日
	　2024年 3月21日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイト「DXに関する取り組み」ページ
３．成果と重要な成果
https://struc.co.jp/footer/dx.html

	記載内容抜粋
	当社DXの取り組み度合いを測定・評価するための重要な成果指標として以下の重要業績指標を設定します。
1．DXによる競争力強化の到達度合い
①Webサイト開発スピード（DX開発力）
②Webサイトのページビュー数、ユニークユーザ数、問合せ等コンバージョン率（DX集客力）
③DX関連購買金額（DX対応度）
④マーケティングオートメーション実行スピード（DXパフォーマンス）
⑤Webサイト、マーケティングオートメーション更新回数（DX推進力）
2．DXの取組状況
①クラウドサービスの利用状況（DX対応度）
②Webマーケティング代行サービスの顧客数、売上金額（DX営業力）
③DX関連の投資額（D推進力）
④DX推進に貢献している従業員数（DX人材力）
⑤DX推進に関連する業務目標数、その達成度（DX推進力）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2024年 3月21日


	発信方法
	当社Webサイト「DXに関する取り組み」ページ
※最後に代表取締役の署名あり
https://struc.co.jp/footer/dx.html 

	発信内容
	当社におけるDX推進に向けた戦略及びその推進状況については、経済産業省「デジタルガバナンス・コード2.0」にもとづき、当社Webサイト上で「当社におけるDX戦略の推進について」として、タイムリーに情報発信及び更新していきます。
ストラク株式会社　代表取締役
渡辺 大河（Daiga Watanabe）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2024年 1月頃　～2024年 2月頃


	実施内容
	・IPA「DX推進指標」自己診断結果入力サイトによる自己評価を実施しました。
・専門家による客観的な第三者評価を受けました。
技術士（情報工学・経営工学）
情報処理安全確保支援士
　　　杉浦　司



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2024年 1月頃　～2024年 2月頃

	実施内容
	IPA情報処理推進機構の「SecurityAction二つ星」（自己宣言ID：40308718974）に取り組み、自社のリスク状況を把握したうえで、情報セキュリティ基本方針を定め、以下の対策を講じています。
①技術的対策：ウイルス対策ソフトの適切運用、定期的なログ点検に加えて、脆弱性テストの実施・WAF（Webアプリケーションファイヤーウォール）の導入などWebサイトに対するセキュリティ強化を図ります。
②人的対策：社員に対する機密保持や個人情報保護のルール遵守の徹底を図ります。
③組織的対策：情報セキュリティルールブックと緊急事態対応マニュアル（サイバーセキュリティ）を策定し、社員及び関係者に徹底します。
④物理的対策：入退室管理や施錠保管など、紛失や盗難や破壊、改ざんから機密文書やデータを保護します。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

